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1. はじめに 

1.1 有機フッ素化合物（PFAS）問題の現状 

近年、土壌・地下水汚染を引き起こす可能性のある化学物質に対し、様々な法規制の整備や見直しがなされ

ている。特に、ペルフルオロオクタンスルホン酸（PFOS）、ペルフルオロオクタン酸（PFOA）及びペルフル

オロヘキサンスルホン酸（PFHxS）等の PFAS は規制が強化されつつあり、その動向が注目されている 1)。しか

しながら、物質特性、毒性、諸外国の規制動向等から優先的に取り組む物質の絞り込みや、その調査方法、対

策方法などの技術情報の整理が未だ十分になされていない。また、市中で実際に使用されている PFAS を含む

製品は、PFOS、PFOA、PFHxS のほか、部分的に類似した構造を持つ関連物質も多く、それらの中には環境中

で生分解等により変化して PFOS や PFOA となるおそれがある「前駆体」と呼ばれる物質も存在している。 
 

1.2 検討目的 

PFAS は物質の種類や前駆体など多岐に渡ることから、（一社）土壌環境センターでは「PFOS 等およびその

前駆体を対象にした土壌・地下水汚染に係る調査・対策方法検討部会（令和 4 年度～5 年度）」を設け、優先

的に検討を進める主要な物質を選定し、前駆体からの生成経路も考慮した調査・対策手法を提案することを目

的に調査研究活動を行っている。本報では、製造・使用から規制に至るまでの社会動向や国内における検出事

例、前駆体情報を踏まえて調査対象とする主要な物質を選定し、それらの物質特性と土壌・地下水中での挙動

に関する調査・検討を行った。 
 

1.3 PFOS等の定義、呼称及び分類 

本報では、PFAS の一種である PFCAs 及び PFSAs のうち海外で規制化されつつある 15 物質（「PFOS 等」と

定義）と PFOS 及び PFOA の生成が想定される前駆体（以下、「前駆体」という）から、主要な 20 物質 2)を検

討対象として選定し、これらの使用用途や主要な物性について文献調査を行い、以下の通り分類（短鎖：下線

有り、長鎖（PFCAs：炭素数 C7 以上、PFSAs：炭素数 C6 以上）：下線無し）3, 4)した。なお、これら物質を選

定した考え方を 3～5 章、略称と物質名を 5 章表 1 に示す。 
・PFCAs（ペルフルオロカルボン酸類） PFBA, PFPeA, PFHxA, PFHpA, PFOA, PFNA, PFDA, 

PFUnA（PFUnDA）, PFDoA（PFDoDA）, PFTrDA, PFTeDA 
・PFSAs（ペルフルオロスルホン酸類） PFBS, PFHxS, PFOS, PFDS 
・PFCAs 及び PFSAs 前駆体化合物等 PFOSA（FOSA）, 6:2FTS, 8:2FTS, 6:2FTOH, 8:2FTOH 
 

2. 国内外における規制 

PFAS は国内外において様々な用途で利用されてきたが、近年、諸外国において生体への影響に関する研究

が進み、生物蓄積性や発がん性の疑いなど人体への有害性が指摘され、PFAS を製造・使用する中で、大気中へ

の放出や土壌への浸透、地下水中への流出、生物相への蓄積が懸念されつつある。また PFNA、6:2FTS など代

替物質や前駆体と考えられる物質も多数存在している。このため、2000 年以降 PFAS に関する規制等の対応が

進められ、日本国内においてもその流れを受けて順次法規制等の整備が進められている。 
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2.1 PFASの規制に至るまでの社会背景（国際的な動向） 

PFAS は、1940 年代頃から生産・使用が開始され、長期に渡り特段の規制を受けることなく使用されてきた

が、2001 年に残留性有機汚染物質（POPs）に関するストックホルム条約（POPs 条約）が採択され、環境中で

の残留性、生物蓄積性、毒性が高い物質の製造・使用の廃絶・制限等が規定されると、2009 年に「PFOS とそ

の塩及び PFOSF（ペルフルオロオクタンスルホニルフルオリド）」が POPs 条約の附属書 B（製造・使用、輸

出入の制限）に追加された。また、メーカーの動向として、2000 年に米国 3M 社が PFOS の動物への蓄積性を

認め、製造中止を決定した。EU においては 2006 年に域内での PFOS 製品の上市禁止令（2006/122/EC）を定め、

2000 年代に製造・使用禁止を推進した。2010 年代には PFOA に関する規制が進み、米国 EPA は飲料水の PFOS
及び PFOA 測定を義務化し、暫定勧告値（PFOS 及び PFOA で 70 ng/L）を発表した。また 2006 年の米国の PFOA
削減プログラムを受け、PFOA 生産大手メーカー8 社は 2015 年までに PFOA 生産を全廃することに合意した。

2017 年には IARC（国際がん研究機関）が PFOA を発がん性のおそれがある物質（グループ 2B）に分類、EU
では REACH 規則（EU における化学製品の登録・評価・認可および制限に関する規則）の制限対象物質リスト

（附属書ⅩⅦ）に「PFOA とその塩及び PFOA 関連物質」を追加した。2019 年には「PFOA とその塩及び PFOA
関連物質」が POPs 条約の附属書 A（製造等の廃絶）に追加された。同年に米国で「アクションプラン」が発表

されると、2020 年以後は「代替物質」や「前駆体」を含めて包括的に規制する動きが強まっている。2022 年に

は「PFHxS とその塩及び PFHxS 関連物質」が POPs 条約の附属書 A に追加され、米国 EPA は飲料水の生涯健

康勧告値として PFOS：0.02 ng/L、PFOA：0.004 ng/L という厳しい値を提示 5)するなど議論が継続されている。 
 
2.2 日本国内における PFASの規制動向 

国内では、2002 年 POPs 条約締結後、化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律（化審法）で 2010 年よ

り「PFOS 又はその塩」と「PFOSF」、2021 年より「PFOA 又はその塩」が第一種特定化学物質に指定されてい

る。2020 年には、厚生労働省において水道水における水質基準の要検討項目から水質管理目標設定項目へ移行、

環境省において公共用水域及び地下水における人の健康の保護に関する要監視項目への追加も行われ、どちら

も暫定的な目標値である指針値（PFOS 及び PFOA の量の和として 50 ng/L 以下）が設定された。また 2021 年

には PFHxS が要調査項目に位置付けられ、調査が実施されている。2022 年には PFOS 及び PFOA が水質汚濁

防止法の指定物質に指定され、両物質を製造や貯蔵等する施設を設置する工場等の設置者に対して、事故によ

り指定物質を含む水が排出された場合等の応急の措置及び都道府県知事への届出が義務付けられた。環境省の

2023 年度予算には PFAS の存在状況・毒性情報の収集、分析方法の検討、環境基準の設定・見直し等を含む「水

環境・土壌環境に係る有害物質リスク検討調査費」が計上され 6)、また環境省で専門家会議（PFOS・PFOA に

係る水質の目標値等の専門家会議、PFAS に対する総合戦略検討専門家会議）が開催されるなど、今後の動向

に注目が集まっている。 
 
3. 国内環境での検出物質及び想定される汚染源 

環境省が令和 2 年度に実施した有機フッ素化合物全国存在状況把握調査 7)において、各都道府県で排出源と

なりうる施設周辺等の 143 地点で、PFOS 及び PFOA（全地点）、PFHxS（各都道府県の 1 地点）の水質調査が

行われた。その結果、PFOS 及び PFOA は 21 地点で水質汚濁に係る要監視項目の暫定的な指針値の超過（最大

値 5,500 ng/L（地下水））が確認され、PFHxS は 47 地点中 36 地点で 0.1 ng/L（報告下限値）以上の検出（最大

値 28 ng/L（河川））が確認された。他の調査では、その類縁物質である PFHxA、PFHpA、PFNA、PFDA、PFBS
等についても国内の河川・地下水調査での検出が確認 8～12)されている。これらに加え、米軍基地周辺の地下水

や湧水から 6:2FTS、8:2FTS13)、地下水から PFOS の前駆体である PFOSA8)、大気から PFOA の前駆体のフルオ

ロテロマーアルコール類（FTOHs）14)等の検出が報告されている。 
これら物質の用途として、PFOS やその代替物質の PFHxS、PFBS は半導体用反射防止剤・レジスト、金属メ

ッキ処理剤、泡消火剤、衣類や繊維用の防水・防汚剤等 15～17)、PFOA はフッ素ポリマー加工助剤・界面活性剤

等 18)、PFHxA は PFOA の代替物質、6:2FTS、8:2FTS は泡消火剤の共配合剤等 19)、6:2FTOH、8:2FTOH は食品

の包装材等の撥水・撥油材 14, 17, 20)として主に使用されてきた。そのため、PFAS の汚染源として泡消火剤を保

有・使用する施設（消防署・消防訓練施設、空港、飛行場・基地、地下駐車場、石油コンビナート、化学工場

等）が注目されているが、PFAS の製造・使用の実績がある施設（工場）に加え、廃棄物処理施設・埋立地の浸

出水、下水道処理施設の排水等も汚染源となる可能性は考えられる 7)。 
以上のことから、現在国内で規制が進められている PFOS 及び PFOA、PFHxS だけではなく、国内で検出さ

れた PFOS 等および前駆体についても規制動向や物性情報の調査研究を行うことが重要と考えた。 
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4. PFOS及び PFOA前駆体の情報 

前章で述べた通り、PFOS 及び PFOA が生成される前駆体が存在し、国内環境でも検出されている。一例と

して、好気条件下で土壌中の微生物により 8:2FTOH から PFOA、EtFOSE から PFOS が生成されるとの報告 20)

があり、その生成経路を図 1 及び図 2 に示す。8:2FTOH は酸化反応により 8:2FTAL を介して 8:2FTCA となる。

その後、脱酸素フッ素化反応によって 8:2FTUCA となり、脱カルボキシ反応により 7:2FT ketone となる。更に

脱炭素反応等を介し、PFOA や、より短い炭素鎖の PFCAs（PFHpA、PFHxA）に分解される。EtFOSE は、酸化

反応、脱エチルカルボキシル基、脱アミノ基反応を経て FOSA（PFOSA）を介し、PFOS が生成される。 
PFOS または PFOA の前駆体を含有した製品は多く、欧州の消費者製品中（防水用の含侵スプレー、革製品、

カーペット、食品の包装材等）から 8:2FTOH が検出された 21)ほか、PFOS の工業的製法では PFOS の生成と同

時に構造異性体や前駆体も合成され製品に含まれている 22)。前駆体は、環境中で PFOS や PFOA が生成される

可能性 23)のある潜在的な環境汚染物質であり、その挙動は無視できないと考える。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1 8:2FTOHからの PFOAの生成経路 20) 

 
 

図 2 EtFOSEからの PFOSの生成経路 20) 

 
5.今後の規制動向を想定した PFOS等および前駆体の選定 

PFAS のうち、各国で飲料水・環境水の目標値等や土壌のスクリーニングレベルが設定されている物質、国

内での検出事例、前駆体情報を踏まえて 20 物質を抜粋し、表 1 に整理した 2)。国内では、PFOS 及び PFOA 以

外の物質については水環境中の目標値等が設定されていないが、諸外国では飲料水・環境水中の PFHxA や

PFHpA、PFNA、PFBS、PFHxS 等についても目標値等が定められ、また土壌スクリーニングレベルでは PFOS
及び PFOA を中心に設定されている。 
 
表 1 PFOS等および前駆体と各国飲料水・環境水目標値等及び土壌スクリーニングレベル設定物質（抜粋） 

対象物質 物質名（一例） 化学式 
各国の飲料水/環境水目標値等設定物質 土壌スクリーニングレベル設定物質 

オーストラリア 
ニュージーランド デンマーク スウェーデン 欧州連合 

（EU） 

アメリカ 
環境保護庁 
（USEPA） 

オーストラリア 
ニュージーランド デンマーク 

アメリカ 
環境保護庁 
（USEPA） 

PFBA ペルフルオロ酪酸 C3F7CO2H  〇 〇 〇 〇  〇  
PFPeA ペルフルオロペンタン酸 C4F9CO2H  〇 〇 〇 〇  〇  
PFHxA ペルフルオロヘキサン酸 C5F11CO2H  〇 〇 〇 〇  〇  
PFHpA ペルフルオロへプタン酸 C6F13CO2H  〇 〇 〇 〇  〇  
PFOA ペルフルオロオクタン酸 C7F15CO2H 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 
PFNA ペルフルオロノナン酸 C8F17CO2H 

 
〇 〇 〇 〇  〇 〇 

PFDA ペルフルオロデカン酸 C9F19CO2H  〇 〇 〇 〇  〇  
PFUnA 

(PFUnDA) ペルフルオロウンデカン酸 C10F21CO2H  〇  〇 〇  〇  
PFDoA 

(PFDoDA) ペルフルオロドデカン酸 C11F23CO2H  〇  〇 〇  〇  
PFTrDA ペルフルオロトリデカン酸 C12F25CO2H  〇  〇 〇  〇  
PFTeDA ペルフルオロテトラデカン酸 C13F27CO2H         

PFBS ペルフルオロブタンスルホン酸 C4F9SO3H  〇 〇 〇 〇  〇 〇 
PFHxS ペルフルオロヘキサンスルホン酸 C6F13SO3H 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 
PFOS ペルフルオロオクタンスルホン酸 C8F17SO3H 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 
PFDS ペルフルオロデカンスルホン酸 C10F21SO3H    〇   〇  

PFOSA 
(FOSA) ペルフルオロオクタンスルホンアミド C8F17SO2NH2  〇     〇  

6:2FTS 6:2 フルオロテロマースルホン酸 C8H4F13SO3H  〇 〇  〇  〇  
8:2FTS 8:2 フルオロテロマースルホン酸 C10H4F17SO3H     〇  〇  

6:2FTOH 6:2 フルオロテロマーアルコール C6F13(CH2)2OH         
8:2FTOH 8:2 フルオロテロマーアルコール C8F17(CH2)2OH         

※ 2022 年 10 月現在の規制状況（ITRC Fact sheets2)を参考に作成） 

8:2 フルオロテロマーアルコール（8:2 FTOH）F-(CF2)8-(CH2)2-OH

F-(CF2)8-(CH2)2-CHO 8:2 フルオロテロマーアルデヒド（8:2 FTAL）
Oxidation

F-(CF2)8-(CH2)2-COOH 8:2 フルオロテロマーカルボン酸（8:2 FTCA）
Oxidation

F-(CF2)7-CF＝CH-COOH 8:2 フルオロテロマー不飽和カルボン酸
（8:2 FTUCA）

Deoxyfluorination

Deoxyfluorination and Decarboxylation

F-(CF2)7-CO-CH3 7:2 フルオロテロマーケトン（7:2 FT ketone）

F-(CF2)7-CHOH-CH3 7:2 sフルオロテロマーアルコール（7:2 sFTOH）

PFHxA（C6）、PFHpA（C7）、PFOA（C8）

エチルペルフルオロオクタンスルホン酸アミドエタノール
（EtFOSE）

F-(CF2)8-SO2-N-(C2H5)-CH2-CH2OH

F-(CF2)8-SO2-N-(C2H5)-CH2-CHO

F-(CF2)8-SO2-N-(C2H5)-CH2-COOH

エチルペルフルオロオクタンスルホン酸アミドエタノール
アルデヒド（EtFOSE aldehyde）
エチルペルフルオロオクタンスルホン酸アミドアセテート

（EtFOSAA）
F-(CF2)8-SO2-NH-CH2-CH3 エチルペルフルオロオクタンスルホンアミド（EtFOSA)

F-(CF2)8-SO2-NH2

F-(CF2)8-SO2H

F-(CF2)8-SO3H

F-(CF2)8-SO2-NH-CH2-CH2OH

F-(CF2)8-SO2-NH-CH2-CHO

F-(CF2)8-SO2-NH-CH2-COOH

エチルペルフルオロオクタンスルホンアミドアルコール
（EtFOSA alcohol）

エチルペルフルオロオクタンスルホンアミドアルデヒド
（EtFOSA aldehyde）

ペルフルオロオクタンスルホンアミド酢酸（FOSAA）

ペルフルオロオクタンスルホンアミン（FOSA）

ペルフルオロオクタンスルフィン酸（PFOSI）

ペルフルオロオクタンスルホン酸（PFOS）
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現在、国内では、PFHxS の規制について議論が進められており、2024 年春以降に第一種特定化学物質として

の規制を見据え審議が進められている 24)。更には、2 章に示したように国内でも環境省を主体として PFAS に

関する総合的な議論が開始されており、PFOS または PFOA の代替物質として使用された PFAS についても、

今後法規制される可能性を考慮して検討を進めることが重要となる。諸外国での規制動向を踏まえ、今後国内

で PFHxS に続いて規制される可能性のある物質として、C9～C14 の PFCAs、PFHxA、PFHpA、PFBS が想定さ

れる。C9～C14 の PFCAs は 2023 年に欧州化学品庁（以下、ECHA）にて REACH 規則の制限対象物質として

規制された。また、2020 年に PFBS、2023 年に PFHpA が ECHA で REACH 規則の高懸念物質に選定されてお

り、今後制限対象物質となる可能性がある。PFHxA も 2018 年から ECHA にて REACH 規則の制限対象物質と

する案の議論が進められている。 
以上のことから、将来的に法規制される可能性等を考慮し、前述した 20 物質を本報における検討対象物質と

して選定した。これらのうち 18 物質は各国にて飲料水目標値等が既に設定されている。また、選定したこれら

の物質は、3 章に示したように国内でも環境中での確認事例が報告されている。 
 
6. PFOS等および前駆体の物質特性の比較と特徴 

選定した 20 物質の PFOS 等および前駆体に対し、土壌・地下水中の挙動に特に影響を及ぼすと判断される代

表的な 5 つの物質特性（比重、溶解度、ヘンリー定数、オクタノール／水分配係数、蒸気圧）2)と炭素鎖長の分

類 4)を調査し、表 2 に整理した。このうち、オクタノール／水分配係数は、測定操作時にオクタノールと水の

界面に乳化層を形成し、評価が困難との報告 25, 26)を確認したため、精査中である。また、溶解度、ヘンリー定

数、蒸気圧は文献値 1, 2)及び化学物質の構造をもとにした演算値 2, 27, 28)を併記した。 
これらの物質は一様に水よりも重い（比重 1≦）が、他の物性は物質ごとに大きく異なっていた。また、演

算値では炭素鎖長が長いほど溶解度が低く算定され移動性が低い可能性が推定されたが、実測値では一貫した

傾向が見られないなど、溶解度やヘンリー定数、蒸気圧は文献や算定方法によって評価値が非常に大きく異な

っており、物性値の決定が容易ではないことが示唆された。この要因の一つとして、これらの物質が持つ界面

活性効果によって物性値の測定結果が安定しない可能性や、製造段階で生成された構造異性体の混在により純

粋な物質としての評価が困難であること 22)などが考えられる。そのため、これらの物性値の違いに関する評価

や物性が土壌中での移動性に及ぼす影響については、更なる調査検討が必要である。 
 

 表 2 物性一覧表※1 
調査物質 CAS-No. 分子量 比重 溶解度(mg/L) ※2※3  ヘンリー定数(Pa・m3/mol) ※2※3 蒸気圧(25℃)(kPa) ※2※3  炭素鎖長 

PFBA 375-22-4 214.0 1.65 4.5×102, 7.7×102, 4.9×104 1.2, 5.1, 1. 2×10 8.5×10-1, 1.3, 4.5 短鎖 
PFPeA 2706-90-3 264.1 1.71 6.1×10, 1.2×102, 9.8×103 3.3×10-5, 1.5 1.5×10-1, 8.8×10-1, 2.7 短鎖 
PFHxA 307-24-4 314.1 1.76 4.7, 2.9×10, 1.9×103 2.5×10-5, 9.3×10-1, 3.3×102 3.1×10-2, 1.2×10-1, 2.6×10-1 短鎖 
PFHpA 375-85-9 364.1 1.79 3.5×10-1, 1.2×105, 1.2×105 2.2×10-5, 5.7×10-1, 1.8×103 8.9×10-3, 1.0×10-2, 1.0×10-1 長鎖 
PFOA 335-67-1 414.1 1.79 9.5×103 2.3×10-1 ～ 2.0×10 2.3×10-3 長鎖 
PFNA 375-95-1 464.1 1.75～1.80 1.9×10-3, 1.2×10, 1.3×103 1.7×10-5, 4.8×104, 3.4×106 7.9×10-5, 1.1×10-3, 1.3×10-3, 1.1 長鎖 

PFDA 355-76-2 514.1 1.76～1.82 1.3×10-4, 2.1, 2.6×102, 1.2×103, 
5.1×103 3.6×10-5, 2.5×105, 1.2×107 3.6×10-5, 1.9×10-4, 1.0×10-4 長鎖 

PFUnA 
(PFUnDA) 2058-94-8 564.1 1.76～1.85 9.6×10-6, 6.0×10-1, 9.2×10,  

9.3×10 3.6×10-5, 1.3×106, 3.8×107 4.0×10-5, 8.6×10-3, 1.0×10-4, 
1.6×10-4 長鎖 

PFDoA 
(PFDoDA) 307-55-1 614.1 1.77～1.87 6.8×10-7, 5.2×10-1, 8.3×10 3.7×10-5, 4.0×107 6.3×10-6, 1.0×10-5, 4.2×10-2 長鎖 

PFTrDA 72629-94-8 664.1 1.92 6.6×10-7, 2.8×10 3.7×10-5 8.8×10-5 長鎖 
PFTeDA 376-06-7 714.1 1.78～1.94 3.3×10-9, 3.0×10-1, 2.3×10 3.8×10-5, 1.8×109 1.4×10-4, 1.7×10-3 長鎖 

PFBS 375-73-5 300.1 1.81～1.85 1.1×102, 2.2×103, 6.9×103 3.1×10-5, 2.6×104 1.5×10-9, 1.3×10-1 短鎖 
PFHxS 335-46-4 400.1 1.84 6.2 4.1×10 6.1×10-4 長鎖 
PFOS 1763-23-1 500.1 1.25 3.7×102 2.0×10-6 ～ 3.0×10-4 8.5×10-4 長鎖 
PFDS 335-77-3 600.1 1.83～1.93 1.6×10-5, 1.9×102 3.5×10-5 1.1×10-6 長鎖 

PFOSA 
(FOSA) 754-91-6 499.1 1.78～1.79 2.4×10-4, 3.9×10-1, 5.1 1.3×10-4, 6.5×106 1.5×10-2, 3.3×10-2, 6.5×10-2 長鎖 

6:2FTS 27619-97-2 428.2 1.64～1.71 1.1, 5.1×102 1.9×10-5 1.1×10-7 長鎖 
8:2FTS 39108-34-4 528.2 1.69 5.5×10-3, 3.6×102 1.7×10-6 1.3×10-6 長鎖 

6:2FTOH 647-42-7 364.1 1.54～1.59 2.7×10-1, 1.7×10, 1.9×10, 9.8×10 2.8×10-5, 5.7×103, 1.5×104, 
6.2×105 

1.4×10-4, 4.6×10-2, 8.0×10-2, 
7.1×10-1 長鎖 

8:2FTOH 678-39-7 464.1 1.54～1.63 1.5×10-3, 1.9×10-1, 1.9×10-1, 3.2 2.2×10-5, 5.0×103, 4.2×105, 
8.6×106 

3.1×10-4, 6.6×10-3, 1.3×10-2, 
2.8×10-2, 2.5×10-1 長鎖 

※1  表中の数値データは単位統一のため四捨五入した 
※2  溶解度、ヘンリー定数、蒸気圧は PFOS、PFOA、PFHxS は文献 1)、その他は文献 2)の ITRC fact sheet の報告値（実測値（一部）：黒文字、化学構造

からの物性推定モデルより得られた演算値（EPIsuite27)：青文字、Opera28)：緑文字））を抜粋して示す 
※3  実測値は、可能な限り 25℃付近の数値とされているものを抜粋した 

 

7. 土壌・地下水中における PFOS等の挙動 

難分解性の PFOS 等が地表から水溶液の状態で浸透した場合、土壌中の空気‐水界面および固体‐水界面に

吸着する傾向があることから、不飽和帯に留まりながら徐々に深部に浸透した後、一部は飽和帯に到達し地下
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水汚染を引き起こすと考えられる。一方で、物質ごとの特性により土壌・地下水中での挙動は異なるものと推

察される。例えば、不飽和状態を模擬したカラム試験結果では、短鎖の PFBS や PFPeA、PFHxA 等は比較的早

く浸透し、長鎖の PFOS は留まりやすいこと 9, 29)が報告されている。実汚染サイトの調査でも、PFOS 等は土壌

に高濃度で貯留され、深度方向の分布から深くなるほど短鎖の比率が増え 30)、カラム試験の結果と一致する。

また、スルホン酸系の PFSAs、カルボン酸系の PFCAs ともに短鎖ほど土壌の層を速く通過し、長鎖ほど土壌中

に残留する傾向 9)は同じであるが、日本の黒ボク土を用いた試験においては、PFSAs の方が PFCAs よりも炭素

鎖数の影響を受けやすい 31)という報告もあり、官能基の種類によって挙動が異なる可能性が考えられる。さら

に、飽和カラム試験において、短鎖の PFPeA、PFHxA、長鎖の PFOA は、溶液の pH やイオン強度を変化させ

ても比較的高い移動性を示したが、砂への吸着性が高かった長鎖の PFDA は pH とイオン強度を高く変化させ

た場合には吸着性が減少し、移動性が高まることが示されている 32)。以上のことから、物質自体の炭素鎖数や

官能基、土壌・地下水中の pH やイオン強度が PFOS 等の挙動に影響を及ぼす 33)可能性が示唆されている。 
このように、PFOS 等は鎖長や官能基等によって土壌・地下水中での挙動に大きく影響していると考えられ

るが、近似する物性でも物質により挙動が異なる事例も確認された。また、土質や地下水の化学的な条件によ

っても挙動に影響を与えることが確認され、6 章で整理した物質特性と土壌・地下水中での挙動の関係につい

ては、今後も知見を収集する必要がある。 
 
8. まとめ 

今回、土壌・地下水汚染の規制動向や主な汚染源、環境中での検出事例を踏まえ、主要な PFOS 等および前

駆体を選定した。また、選定した物質の特性や土壌・地下水中での挙動について、国内外の知見を調査・整理

することで、地下環境中での挙動の一端が明らかとなった。一方で、これらの物質は界面活性効果等により物

質特性の評価や分類等が難しいことが確認されたため、これら物質特性等の精査により環境中での挙動を把握

するとともに、調査結果を踏まえた実効性の高い土壌・地下水の調査・分析方法、効率的な対策方法等の検討

に継続して取り組む所存である。 
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